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1. 要約 
 我が国では，2008 年に「青少年インターネット環境整備法」が制定され，官民による共同規制に基づく啓

発教育政策が行われてきている．OECD(2012)においても，青少年のインターネット環境整備は共同規制に

よる啓発教育を施行することの必要性が言及されており，このような政策を効率的・効果的に施行するため

には定量的な分析結果を基にすることの重要性が指摘されている．これまで研究者は，独自の調査および内

閣府の調査データを分析し，青少年のインターネットの利用実態およびリテラシーの習熟を明らかにしてき

た（Saito, Tanaka & Yatuzuka 2012, 齋藤・新垣 2011, 齋藤・新垣 2012）． 

 本研究では，これまでの分析で得られた結果を基にして，2008 年以降行われてきた青少年インターネット

環境整備政策を評価するとともに，今後の啓発教育の政策的方向性を示す． 

 
2. 研究の背景 

2.1. 青少年のインターネット及び携帯電話の利用状況 
今日インターネットのネットワークを介して，我々は多大なる利益を得ている．この利益は大人だけにと

どまらず，青少年にとっても有益なものとなっており，彼らの創造力や知識を養ううえでも重要な情報の源

となっている．しかしながら，今日青少年におけるインターネットの利用から生ずる様々なトラブルが社会

問題化している．そのトラブルの主たる原因は，青少年がインターネットの公共性を理解していないことに

よるコミュニケーション上のトラブルや，個人情報の流出及びそれによる犯罪者との接触などがあげられる．

インターネット上のコミュニケーション上のトラブルとしては，口論が誹謗中傷行為まで拡大してしまうこ

とがあげられる．そもそも，インターネットでのコミュニケーションはテキストを主体としており，対面で

のコミュニケーションとは違い，非言語情報を伝えることができない．また，インフォーマルなコミュニケ

ーションが公知され，一度公知された情報を完全に回収することはできないという問題が生ずる．また，個

人情報の流出による犯罪者との接触に関しては，SNS，ブログやプロフに掲載された個人情報をもとに犯罪

者が青少年に接触し，犯罪にあうという被害が生じていることがあげられる． 

警察庁(2009)の調査では，2008 年中における，いわゆる「出会い系サイト」に関連した事件の検挙は 1592

件であった．そのうち出会い系サイトを利用して犯罪に遭遇した青少年は 742 人であり，SNS などのサイト

を利用していて被害にあった青少年は 792 人と出会い系サイト経由の犯罪を上回っている．この様に今日で

は SNS などのサイトを介した犯罪被害が問題となっている．この結果からも，コミュニティーサービスを

提供する事業者及び携帯電話会社にとって青少年保護対策が重要な課題になっている． 
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2.2. 民間主導で行われる我が国の情報リテラシー政策 
 この様な事態を鑑み，青少年のインターネットの利用環境を整備するために，府省庁による政策及び民間

による様々な取り組みが行われている．まず立法面でみてみると，青少年がインターネットを安全に利用す

るための環境を整備することを目的として「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整

備等に関する法律（以下：青少年インターネット環境整備法）」が 2009 年 4 月に施行された．本法の目的は，

「フィルタリングソフトウェアの性能の向上及び利用の普及」及び「青少年がインターネットを利用して青

少年有害情報を閲覧する機会をできるだけ少なくするための措置等を講ずる」ことにある（第 1 条）．さら

に第 3 条 3 項では「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備に関する施策の推進」

は，「民間における自主的かつ主体的な取組が大きな役割を担い，国及び地方公共団体はこれを尊重する」と

しており，青少年のインターネット利用環境整備の主体は民間であることが明記されている．ことから，我

が国における青少年のインターネットの利用環境の整備は民間が主役であると言える． 

 この青少年インターネット環境整備法に追随して，総務省では「安心で安全なインターネット環境整備の

ためのプログラム」を実施しており，内閣府では「青少年が安全に安心してインターネットを利用できるよ

うにするための施策に関する基本的な計画」を実施している．これらの政策もまた民間による自主的な取組

を政府が支援する趣旨のものである． 

 このように我が国の政策の立場は，民間が主導的に取組むことを法律の立法により公示している．これは

立法によりフォーマルな規制をかけてしまうと，その規制により通信関連企業に対する経済活動の制限にと

どまらずに，インターネット利用者までも厳しい規制に制限され，結果的に利用者の便益までもが阻害され

てしまうことを避けるための方策であると言える1．したがって，極力フォーマルな規制は講じずに，民間の

自主的取組で利用環境を整備することを主眼にした政策であると言える． 

2.3. 諸外国の情報リテラシー政策 
 我が国における青少年のインターネット利用の環境整備を議論する上で，先行的な取り組みとして英国及

び EU における利用環境整備政策についてみていくことにする．Byron は，英国でも社会問題化している青

少年のインターネット利用の実態を調査し，この問題に対する政府と民間の役割を明確化した上で政策提言

を行っている．この調査報告書は，2007 年 9 月にブラウン首相の要請により行われたものであり，子ども

のインターネットとゲーム利用に関する質的調査・分析及び一般から寄せられた意見公募の結果をまとめた

ものである．Byron はこの調査報告書においてインターネットを公共のプールに例えて，青少年に情報リテ

ラシーを身に付けさせることを「ゲートや標識を立てて，ライフガードが監視し，子どもたちに泳ぎ方の基

本を教えることと同じことである」と主張し，政府に対し“UK Council for Child Internet Safety”という青

少年のインターネット利用の安全対策に取組む協議会の設立を提案しており2，それを受けて 2009 年 9 月に

“UK Council for Child Internet Safety”が設立され，この協議会を母体として民間主導による情報リテラシ

ー教育政策が実践されている．このように英国においても情報リテラシー教育政策は民間主導のもと行われ

ている． 

                                                  
1 谷口(2003) 
2 Byron(2008) 
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2.4. 先行啓発教育政策の問題点と解決の方向性 
我が国において，これまで民間団体および各府省庁による，様々な情報リテラシー教育が実施されてきた．

代表的なものをあげると，文部科学省は委託事業で制作した動画教材コンテンツである『ちょっとまってケ

ータイ』を web で公開している．また，同じく委託事業で制作した PDF 教材である『やってみよう情報モ

ラル教育』を公開している．総務省もまた委託事業で制作した教材コンテンツである『伸ばそう ICT メディ

アリテラシー』を web で公開している．一方，民間の協議体である安心ネットづくり促進協議会では，企業

の社会的責任（以下：CSR）として制作した教材コンテンツである『ケータイ家族もばみ』を web で公開す

るとともに，地域啓発活動として対面式の研修を実施している．対面式の研修としては，同様に e ネットキ

ャラバン事務局による保護者向けの出前講演が実施されている． 

 
表 1：府省庁・民間による情報リテラシー教育政策 

教育研修名 提供主体 実施予算 教育形式 教育上の

主体 

運営管理

体制 

教 育 実

施回数 

e ネットキャラバン e ネットキャラバ

ン事務局 
CSR 対面研修 講師中心

主義 

あり 限定的 

地域啓発活動 安心ネットづくり

促進協議会 
CSR 対面研修 講師中心

主義 

あり 限定的 

ケータイ家族もばみ 安心ネットづくり

促進協議会 
CSR Web コンテ

ンツ 

教材中心

主義 

なし 無制限 

ICT メディアリテラ

シー 

総務省 委託事業 Web コンテ

ンツ 

教材中心

主義 

なし 無制限 

ちょっとまってケー

タイ 

文部科学省 委託事業 動画教材 教材中心

主義 

なし 無制限 

やってみよう情報モ

ラル教育 

文部科学省・日本

教育工学振興会 

委託事業 PDF 教材 教材中心

主義 

なし 無制限 

出所：拙著 

 教育の実施主体や実施形態は違っていても，これらの教育には以下の問題点がある．①府省庁が教育を提

供している場合は，単年度予算での委託事業で行われており，教材コンテンツを開発した後の運用までの継

続的な教育の制度設計がなされていない．②企業が教育を提供している場合は，CSR という限定的な実施予

算のもとで行われており，拡散的な教育を実施することが不可能である．③教育が教育提供者側から，学習

者へ一方向の知識伝達型の教育が行われており，この教育で知識は伝達できたとしても，倫理意識を育てる

ことができたとは断定できないという問題があげられる． 

①の問題について述べると，教育の本質は，教育提供者側が教育を実施することではなく，教育により学

習者の知識・技能・態度に変化を与えることにある．したがって，教材コンテンツを開発した後の運用まで

の制度が設計されていないということは，教育の目的が達成されているか否かについて評価するという，最

も重要な事項を放棄している状況であると言える．また，②の問題に対しては，情報リテラシー教育の受講
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員の意見についても多数述べられている．このことから児童・生徒の規範意識・倫理観を育てるための教育

の手法を模索している現状を認識することができる． 

 以下では，このような情報リテラシー教育の現状を踏まえて，筆者がこれまで取組んできた情報リテラシ

ー教育の実践について言及を行う． 

 
3. 啓発教育政策の実践 

3.1. e ラーニングコンテンツの啓発教育効果に対する分析評価 
 前章で議論した啓発教育が抱える問題に対する取組として，本問題に関係する民間セクターの協力のもと，

社会教育によるラーニング・コンテンツが開発された．本稿研究者も，関係企業の CSR 活動に協力するか

たちで，青少年およびその保護者に向けた e ラーニング・コンテンツを開発した．この教育コンテンツは，

携帯電話会社やコンテンツプロバイダ等の各関係企業が，制作企画面で協力し，安心ネットづくり促進協議

会が取りまとめて，作成したコンテンツである3． 

 

 
図 4：e ラーニング・コンテンツ「ケータイ家族もばみ」 

出所：安心ネットづくり促進協議会 http://mobami.good-net.jp 

 
本教育コンテンツの構成は，青少年向けの教育コンテンツ部分，保護者向けの教育コンテンツ部分，親子

共通の教育コンテンツ部分の 3 部構成になっており，親子で携帯電話の適切利用に関する学習を行った結果

を参照しながら，各々の家庭の状況に適合したルールづくりができる構成となっている． 

 

  

                                                  
3 本教育コンテンツの開発に協力した民間企業は以下になる．株式会社ベネッセコーポレーション，イ

ー・モバイル株式会社，社団法人インターネットユーザ協会，株式会社ウィルコム，株式会社 NTT ド

コモ，株式会社ガイアックス，KDDI 株式会社，ソフトバンクモバイル株式会社，株式会社魔法のｉら

んど，楽天株式会社：安心ネットづくり促進協議会(2010) 
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表 4：教育コンテンツの学習内容構成 

 
出所：拙著 

 
また教材コンテンツの構造に関しては，Instructional Design のシステム的アプローチを用いて，本教育

コンテンツで取り扱う領域において身に付けることが求められる能力の学習目標(Learning Outcomes)を言

語情報(Verbal Information)・知的技能(Intellectual Skill)・態度(Attitude)に分類し，可視化・リスト化し，

その能力・態度をスキルチェック問題で評価するという方法を取っている4．具体的には，携帯電話を適切に

利用するために利用者が身につけるべき項目として「基本力」，「電話力」，「メール力（初級）」，「メール力（上

級）」，「web 力（初級）」，「web 力（上級）」，「いろいろ活用力」に分類し，各項目においてスキルチェック

問題を各言語情報・知的技能・態度の学習目標に細分化し，学習して身につけるべき内容が網羅できる構成

とした．出題問題は，スキルチェック問題の教育的品質を確保するために，各項目において 20 問作成し（合

計で 120 問作成），10 問をアットランダムに出題する形式とした． 

 
表 5：子供向けスキルチェックの学習問題カテゴリと内容 

項目 内容 問題スト

ック数 
出題数 

基本力 携帯電話の基本的な構成の理解と使い方に関するスキル 20 10 
メール力（初級） 限定された人とのメールの利用に求められるスキル 20 10 
メール力（上級） 様々な人とのメールの利用に求められるスキル 20 10 
Web 力（初級） フィルタリングが入っている状態でのインターネットサ

イトの閲覧に求められるスキル 
20 10 

Web 力（上級） SNS,Blog 等の CGM サイトの利用に求められるスキル 20 10 
いろいろ活用力 かめら、電子マネー、指紋認証等の様々な機能を利用する

ときに求められるスキル 
20 10 

 
出所：拙著 

                                                  
4 Gagne et al.(2005) 

カテゴリー ページタイトル 内容

ケータイスキルチェック
携帯電話の利用に関する知識・能力・
態度に関する判定問題

ケータイについて学ぶ 適切利用のための学習教材

ケータイ・ネット用語集
携帯電話・インターネットに関する用語
解説

保護者向け タイプ別診断＆アドバイス
携帯電話に関する知識の判定とペアレ
ンタルコントロールのためのアドバイス

共通 ケータイルールづくりナビ
各家庭の状況に適合したルールづくり
支援コンテンツ

子ども向け

20
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表 6：子ども向けスキルチェック問題とスキル 

大カテゴリ 中カテゴリ スキル 問題内容 

基本力 

ルールとマナー 態度(Attitude)
ケータイ電話を買ってもらったもばみちゃん。

嬉しくて友達にメールやいっぱいしたいんだ

けれど、いったいどれくらい使っていいの？ 

ケータイのしくみ 
言語情報

(Verbal 
Information) 

電二くんから無料ゲームサイトを教えてもら

ったもばみちゃん。おもしろそうなものばかり

で嬉しいけれど、何をどれだけ遊んでもタダ？

基本的な使い方 
知的技能

(Intellectual 
Skill) 

もばみちゃんのケータイの電源が、突然入らな

くなった！原因は次のうちどれ？ 

出所：拙著 

 
しかし，コンテンツを公開から 1 年の間に本コンテンツで学習して，その上で家庭のルールづくりを行っ

た家庭が 136 家族に留まっており5，量的な面から情報リテラシーおよびモラルを習得した利用者を増加さ

せるという目的を果たせていないという現状にあった． 

 この問題には，教育を提供する側と教育を受ける側との相互作用がないことが根底にあると考えられる．

本コンテンツは親子での相互作用はあるものの，e ラーニング・コンテンツが閲覧可能な状態になっている

だけであり，学習を続けるか続けないかは学習者の意思にゆだねられており，教育を提供する側とのコミュ

ニケーションや，他の学習者とのコミュニケーションが学習環境としてデザインされていなかったのである． 

 

 
4.社会構成主義学習観の可能性 

4-1.規範意識・互恵意識を育てることに適した社会構成主義の学習観 

 前章の議論を踏まえ，これまでの教育政策は客観主義の学習観に立脚した教育・研修が行われていたと言

える．客観主義の立場をとる教育の特徴は，Skinner の｢刺激―反応(S-R: Stimulus-Response)モデル｣のよ

うに，学習者が外界から入ってくる刺激に対して，従属的な立場をとるものであり，学習をとおして新しい

行動が取れるようになったかを評価するものである．このような特質から，客観主義の教育は，教育提供者

側から複数の学習者に一定の知識を効率よく伝達することが行いやすいという利点をもっている．しかし，

客観主義の学習観において学習者は受動的な存在であり，講師と学習者の間には“一対多”の関係が形成さ

れ，学習者同士の協働的な学びは存在しない． 

 一方，客観主義の学習観に対局をなすものが社会構成主義の学習観である．社会構成主義においては，学

習を「学習者が他者と関わりながら学びの活動を行うことで，自ら学んだことを構成していく」という社会

的行為としてとらえている．Vygotsky(2001)は，他者との学び合いという社会的な行為の過程において，精

                                                  
5 Saito et al.(2010) 
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神間的（Inter-Psychical）機能が，やがては精神内的（Intra- Psychical）機能として，学んだことが構成さ

れていくことを指摘している．さらに Lave&Wenger(1991)の指摘によれば，学びとは本来，「文化的共同体

への参加という人間の文化的・社会的実践」であり，共同体内における講師と学習者，学習者同士のコミュ

ニケーションが行われることで，相互主体的に学びが構成されていくことを指摘している． 

 
表 7：客観主義学習と社会構成主義学習の比較表 

 客観主義学習  社会構成主義学習  

学習スタイ

ル 

教師から教えられること 自ら学ぶこと 

学習観 教師中心主義 学習者中心主義 

学習者  与えられた知識を受動的に学

習  

他者や対象に能動的に関与  

教授法  一斉授業 ，コンテンツ配信 ディスカッションが中心  

学習形態  個別学習  協働学習  

講師  指導者  ファシリテーター  

学習集団  孤立した個人の集合体  

講師と学習者の垂直関係  

協働学習者，協力者  

ネットワーク型の関係  

集団への態

度  

孤立的  互恵的  

評価  評価基準に基づく客観評価  自己評価によるメタ認知  

学習者間での相互評価  

出所：拙著 

 
 上記の表は，ここで議論してきた客観主義による学習と社会構成主義による学習をまとめたものである．

注目すべき点は，客観主義において学習は「教師から教えられること」であることに対し，社会構成主義に

おいて学習は「自ら学ぶこと」ととらえられており，このことから社会構成主義学習は学習者中心主義の立

場をとる学習観であると言える．さらに客観主義において学習者は孤立した学習者の集団を形成し，講師と

学習者との垂直的な関係が形成されるのに対し，社会構成主義において学習は，学習者同士が相互構成的に

学び合う協働学習が行われ，そこには学習者間のネットワークが形成され，学習集団への互恵的な態度が醸

成されると言える． 

特に情報モラルの教育においては，客観主義による教育手法によりインターネット利用に際しての危険回

避や，トラブル防止のための知識を学習者に伝達することはできたとしても，その学習で得た知識を知識の

ままにとどめずに，インターネット利用における行動規範として，互恵的な態度をもってインターネット利

用するというモラル意識が養われるとは言えない．このことから，情報モラル教育を実践する上において，

社会構成主義の学習観に立脚した学習を提供することが重要となると言える．この考えの妥当性を担保する

主張として，Putnam(1992,2000)は社会関係資本(Social Capital)の議論において，社会関係資本が醸成され
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るためには「信頼」，「規範」，「ネットワーク」が形成される必要性を主張しており，そのためにはネットワ

ークに参加する人々が，水平的で自発的な相互の関わり合いが行える環境にあることが重要であることを論

じている． 

この信頼・規範のネットワーク形成と教育の関係について考察するために，新井他の研究について言及し

たい．新井他(2010)は，21 歳から 65 歳までの社会人 3694 人に対し，小・中・高・大学時代の学校教育・

家庭教育・社会教育の経験と，成人後の社会に対する互恵意識との相関について調査分析を行っており，学

生時代に「互いに勉強を教え合う協力的環境であった」，「ディスカッション・実験・体験学習が好きだった」

という被験者における互恵意識に強い相関がみられたという結果を報告している．また，Langbein & 

Bess(2002)は，課外活動が協力心を育成し，学校における社会関係資本を形成することに寄与していると指

摘している．これらの主張を踏まえて考えるならば，特に情報モラルという学習者の倫理観を育てる教育分

野においては，学習者中心主義による協働学習を行うことが有益であり，協働学習により学習集団に対する

互恵意識が形成されると言える．さらに，その学習集団のネットワークを拡散することで，互恵意識をもっ

たインターネット利用者を広域に育てることができると言える． 

 

 
4. 内閣府の調査データの分析と考察 
 前章での指摘を踏まえて，青少年のインターネット利用環境をさらに改善して行くためにも，これまで施

行されてきた啓発教育政策を分析し，その成果を評価することは重要であると言える．これまで筆者は，今

後の啓発教育政策に資するために，前章で説明した内閣府の「青少年のインターネット利用環境実態調査」

および総務省の「青少年がインターネットを安全に安心して活用するためのリテラシー指標」で得られた調

査データを基に我が国における青少年および保護者のインターネットの利用状況と彼らのリテラシーおよび

態度との関係について分析を行った． 

 齋藤・新垣(2010)では，青少年が学校などで受けた啓発教育の経験と実際のフィルタリングの利用状況と

の相関について分析を行った．齋藤・新垣(2012)では，保護者の啓発教育の経験と家庭での青少年のインタ

ーネット利用における保護・監督状況との相関を分析するともに，我が国で施行されている啓発教育の地域

間格差について分析を行った．  

4.1. 青少年のインターネットの安全に対する意識と教育との相関に関する分析 
 齋藤・新垣(2011)では，青少年のフィルタリングに対する知識が実際のフィルタリング利用に関係してい

るかについて明らかにするために，内閣府(2009)の調査データを基に小学生 4～6 年生・中学生・高校生のフ

ィルタリングの使用状況と，フィルタリングに関する知識の状況について相関分析を行った6．その結果，小

学生においてはピアソンのR=0.23となり，わずかな正の相関がみられた．しかし，中学生においてはR=0.14，

高校生においては R=0.06 となり，ほとんど相関がみられなかった． 

                                                  
6本調査の調査概要は以下である．調査主体：内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付青少年環境整備担当，

調査地域：日本全国，調査方法：調査員による個別面接聴取法，調査期間：2009 年 10 月 22 日～11 月 8 日，

調査対象者：2009 年 11 月 30 日現在で満 10 歳～満 17 歳までの青少年：2,000 人，有効回収数（率）：1,369
人(68.5％) 

193



 
電気通信普及財団 研究調査報告書 No.28 2013  

 

さらに，青少年のフィルタリングに対する知識の状況と安心に関する教育を受けた機会の回数について，

相関係数を計算したところ，R=0.24 となり，わずかな相関がみられた．このことから，安全に関する教育

を受けた回数の多い小学生ほど，フィルタリングに関する知識が深まっていると言える．また，中学生にお

いても，R=0.20 となり，わずかな相関がみられた．しかし，高校生においては，ピアソンの R=0.17 となり，

ほとんど相関が無いと言う結果であった． 

 この様に，小学 4 年～6 年生においてはフィルタリングに対する知識が高いほど実際の使用状況がわずか

に高くなっているが中学生・高校生と学年が上がるにつれて相関係数が低くなっており，フィルタリングに

対する知識と実際の使用状況は明確な関係性があるとは言えない結果となっている．さらに，啓発教育を受

けたことが彼らのナレッジを高めているかについてみてみると，小・中学生においては相関がみられるもの

の，高校生においては殆ど相関が無いと言う結果となった．これは，中学生においては，知識は知識として

修得しているものの，その知識が行動規範となり，フィルタリングの利用により，自ら有害サイトの閲覧を

制限するという行動には至っていないことを意味すると言えよう．さらに，高校生においては啓発教育の効

果自体が減じてしまっていると言える． 

 この分析結果を踏まえると，これまでのインターネットの啓発教育の方策を，青少年の規範意識育成とし

て機能するものに変換して行く必要があるであろう．内閣府(2010b)においても，青少年の規範意識を育てる

ために「心理学的視点も踏まえた教育の実践が必要」であることが指摘されている．これらのことから，青

少年の規範意識を育てるための教育を実践し，青少年の安全利用への意識を向上させる必要があると言える． 

4.2. 保護者のインターネットの安全に対する意識と教育との相関関する分析 
齋藤・新垣(2012)では，青少年のフィルタリング使用状況と保護者のフィルタリングに関する知識との相

関について分析を行った7．相関係数は R=0.20 となり，わずかな正の相関がみられた．このことは，フィル

タリングに対する知識を持つ保護者ほど，青少年に対しフィルタリングを利用させていることを意味する． 

 保護者のフィルタリングに対する知識の状況と啓発教育を受けた機会の回数との相関では，R=0.21 とな

り，わずかな相関がみられた．このことは，啓発教育を受けた回数の多い保護者ほどフィルタリングに関す

る知識が習熟していることを意味する． 

 保護者の啓発教育を受けた機会の回数と携帯電話やパソコンの使用に関して注意している事の数との相関

では，R=0.36 となり中程度の正の相関がみられた．このことは，啓発教育を受けた回数の多い保護者ほど，

携帯電話やパソコンの使用に関して注意する意識が高いことを意味する． 

 保護者の安全に関する教育を受けた回数と家庭でのルールの数との相関では，R＝0.29 となり中程度の正

の相関がみられた．このことは，啓発教育を受けた回数の多い保護者ほど家庭でのルールを決めていること

を意味する． 

保護者が携帯電話やパソコンの使用に関して注意している事の数と家庭でのルールの数との相関では，

R=0.44 となり中程度の正の相関がみられた．このことは，携帯電話やパソコンの使用に関して注意してい

                                                  
7本調査の調査概要は以下である．調査主体：内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付青少年環境整備担当，

調査地域：日本全国，調査方法：調査員による個別面接聴取法，調査期間：2010 年 9 月 1 日～9 月 20 日，

調査対象者：2010 年 11 月 30 日現在で，満 10 歳から満 17 歳までの青少年の保護者：2,000 人，調査方法：

調査員による個別面接聴取法，標本抽出方法：層化二段階無作為抽出法，有効回収数（率）：1,400 人(70.0％) 
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る事の数が多いほど，家庭でのルールの数が多いことを意味する． 

 これらの結果から，保護者においては，啓発教育を受けた経験が家庭での青少年のインターネットの安全

安心利用のための実際的な行動につながっていると言える．このことから，保護者に対する啓発教育を提供

するための組織的な取組みが行える基盤を構築していくことが政策的な課題であると言える． 

 
5. 分析結果を基にした啓発教育政策に対する評価 
 本章では，今後の政策の方向を示すために，前章で取り上げた分析結果をエビデンスとした啓発教育

に関する政策提言を行う．OECD(2012)は，全ての関係者がインターネット上の青少年保護に取組むこ

とが勧告されている．青少年インターネット環境整備法をよりどころにして，ここにおける関係者とし

てあげられる者は，政府機関・地方自治体8，民間企業等9，保護者および教育者10があげられる．この

ことから，ここでは指標の分析結果を受けて，各関係者が取組むべき取組の方向性を表 8 にまとめた．

次に，表 8 をもとに各関係者に対する取組について議論して行くこととする． 
 

表 8:啓発教育政策における各関係者に求められる取組の方向性 

No. 政策課題 対象 

関係者の相互協力 

政府機関・ 

地方自治体 

民間企業・ 

民間団体 
保護者 教育者 

1 

リテラシーの育成と

規範意識の醸成の 2

つのタイプの啓発教

育の施行 

青少年 

・リテラシーの育

成と規範意識の醸

成の 2 つの啓発教

育を効果的に組み

合わせて啓発教育

の機会を提供す

る． 

 

・特に高学年の青

少年には規範意識

・リスク回避のた

めの知識の提供と

規範意識を育てる

2 つの啓発教育を

青少年の成熟に合

わせてその比重を

組み合わせて提供

する． 

 

・年齢が増すにつ

・家庭での対話の

機会を増やし子

どもの責任意識

を育てる． 

 

・青少年の年齢に

合わせて 2つの

啓発教育を効果

的に組み合わせ

て家庭教育を行

・生徒との話し合

いにより生徒の内

省を促進させ彼ら

の規範意識を醸成

する． 

 

・青少年の年齢に

合わせて 2つの啓

発教育を効果的に

組み合わせて生徒

                                                  
8青少年インターネット環境整備法第 3 条「基本理念」では，「民間における自主的かつ主体的な取組」を「国

及び地方公共団体はこれを尊重する」とこが定められている．また第 4 条では，「国及び地方公共団体」は，

「青少年が安全に安心してインターネットを利用することができるようにするための施策を策定し，及び実

施する責務を有する」ことが定められている．さらに第 13 条では，インターネットの適切な利用に関する

教育の推進として，「国及び地方公共団体は，青少年がインターネットを適切に活用する能力を習得すること

ができるよう，学校教育，社会教育及び家庭教育におけるインターネットの適切な利用に関する教育の推進

に必要な施策を講ずるものとする」ことが規定されている．これらのことから関係者の一員として政府機関

および地方自治体があげられる． 
9第 16 条では民間の関係者を「青少年のインターネットの利用に関係する事業を行う者」としており，民間

企業としては，インターネット関連企業等が該当することが理解できる． 
10第 16 条に記載されている「その他の関係者」として内閣府，総務省，経済産業(2009)では，保護者および

教育者が該当することを指摘している． 
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を育てるための教

育としてディスカ

ッションベースの

啓発教育の提供を

奨励する． 

 

・青少年および保

護者のベストプラ

クティスの表彰．

れてディスカッシ

ョンベースの内省

型啓発教育を提供

する． 

う． 指導を行う． 

2 

保護者支援のための

保護者に対する啓発

教育の提供の必要性

保護者 

・保護者に対する

啓発教育の実施と

奨励． 

・保護者に対する

啓発教育および情

報提供の実施． 

・自ら指導力を改

善するために研

修会などへ参加

する． 

・保護者に対する

啓発教育および情

報提供の実施． 

 

5.1. リスク回避のためのリテラシーを習得する教育と規範意識を育てるための 2 つのタイプの啓発教育の施行 
 前章の分析結果から，インターネットの適切利用に関するリテラシーの育成のみならず，青少年がインタ

ーネット社会の一員としてネットワークに参加する態度を身につけることが重要となる．そして，そのよう

な規範意識を育てる教育は年齢が増すにつれて，重要性も高くなるという結果となった． 

 この課題に対する各関係者の対応として，政府機関および地方自治体は啓発教育の実施において，2 つの

タイプの啓発教育を効果的に組み合わせて啓発教育の機会を提供することが求められる． 

 具体的には，リテラシーの育成を目的とした集合授業型の教育と，規範意識の醸成を目的としたワークシ

ョップ型の教育を，受講者である青少年の年齢・属性・利用状況に合わせて実施することが効果的だと考え

られる（齋藤・新垣 2010）．特に高学年の青少年には規範意識を育てるための教育としてディスカッション

ベースの啓発教育を提供することが必要であると考えられる．また，青少年および保護者のベストプラクテ

ィスを表彰する機会の創出も有効であると考えられる． 

 民間団体においては，政府機関・地方自治体と同様に，2 つのタイプの啓発教育を実践していくことが必

要であると言えよう．特にワークショップ型の教育は，教育者のファシリテーション能力が重要となること

から，この様な人材の育成が課題となるであろう． 

 また，集合授業型の教育は一度に多数の受講者を対象に授業を行うことができるが，ワークショップ型の

教育では，少人数集団での教育実践となることから，教育を伝播させることが課題となる．このことからも，

ワークショップ型の教育を実践することができる，各地域で活動するファシリテーターの育成が課題となっ

てくるであろう． 

 保護者においては，家庭での対話の機会を増やし，子どものネット社会の一員としての責任感を育てるこ

とが必要であろうし，教員においても生徒との話し合いにより，生徒の内省を促進させ，彼らの規範意識を

醸成するような指導を実践することが重要になると言える． 
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5.2. 保護者支援のための保護者に対する啓発教育の提供 
 前章の分析結果から，保護者対する啓発教育の効果は非常に高いものであった．しかし，保護者に対して

啓発教育が十分に提供されているとは言えない．なぜなら，青少年においては，学校でのフォーマル教育と

社会教育としてのインフォーマル教育で学ぶ機会があるが，保護者においては，イベント，セミナーやＰＴ

Ａの会合等で提供されるノンフォーマルな教育が主な学習の機会となっているからである（齋藤・新垣 2012）． 

 この様な，保護者の教育の機会の問題の解決のために，政府機関・地方自治体は，保護者向けの社会教育

の機会を確保し，継続的に，広域に提供して行くことが必要である． 

 民間団体においては，政府機関と協働して，社会教育の実質的な提供と，最新の通信ディバイスやネット

ワーク環境に関する情報を保護者に提供し，保護者の家庭教育を支援して行くことが必要である． 

 教育者においては，ＰＴＡとの会合の機会に保護者に向けた教育を提供するとともに，保護者と協働して

青少年を保護・指導して行く体制を築いて行くことが重要であると言える．そして，当事者である保護者は，

家庭での指導力を高めるために自ら研修会などに参加し，自分のリテラシーの改善に努めることが望まれる． 

 
6. まとめ 
 本稿では，青少年のインターネット利用に関する分析結果を基に，啓発教育政策に対する政策的課題を明

らかにするとともに，今後の政策方向性について議論を展開した．特に本問題は，民間の自主規制を政府機

関が支援するという共同規制体制により，インターネットの環境整備が取組まれていることから，本稿では

各関係者に求められる課題について言及し，彼らが果たすべき政策的責務と取組の方向性について議論を展

開した． 

 本稿での議論から，啓発教育を効率的に提供するためには，対象となる青少年の年齢や啓発教育の受講経

験を考慮した上で，彼らに必要とされる啓発教育を提供することが必要であることが示唆された．具体的に

は，リスク回避に関する知識を伝達することが必要なのか，それとも知識は既に持っているが，ネット社会

の一員としての自覚と責任感を醸成させるための教育が必要なのかについて，この様な 2 つの教育を効果的

に組み合わせて啓発教育を提供する政策が必要であると言える． 

 さらに，保護者はフォーマル教育によって，インターネットのリスク回避の知識を学んできた世代でない

ことと，最新の通信環境についての知識を持ち合わせていない保護者も多く存在することが推測されること

から，保護者を対象とした啓発教育を提供して行くことが重要であることが指摘される． 

 本稿でも議論したように，分析結果では青少年よりも保護者の方が，啓発教育の経験とインターネットの

安全利用のための行動が結びついていると言う結果が得られている．このことから，効果的に青少年のイン

ターネットの環境整備を推進するためには，青少年のみならず保護者に対する啓発教育を拡充する必要性は

高いと言える． 
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